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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第102期

中間連結会計期間
第103期

中間連結会計期間
第102期

会計期間
自 2025年４月１日
至 2025年９月30日

自 2026年４月１日
至 2026年９月30日

自 2025年４月１日
至 2026年３月31日

売上高(営業収益) (百万円) 726,264 791,908 1,442,302

経常利益又は経常損失(△) (百万円) 84,500 △4,976 80,225

親会社株主に帰属する
中間(当期)純利益又は
親会社株主に帰属する
中間純損失(△)

(百万円) 64,756 △5,964 68,539

中間包括利益又は包括利益 (百万円) 49,860 1,356 81,003

純資産額 (百万円) 747,752 771,586 775,292

総資産額 (百万円) 4,578,538 4,651,811 4,620,500

１株当たり中間(当期)純利益
又は１株当たり中間純損失(△)

(円) 180.09 △16.59 190.61

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益

(円) 180.09 － 190.60

自己資本比率 (％) 16.4 16.6 16.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 133,256 △13,485 237,289

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △103,575 △145,478 △236,245

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 172,097 76,254 135,389

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(百万円) 487,863 336,267 423,303
 

(注)　１ 当社は中間連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については、記載してい

ない。

２ 当社は、業績連動型株式報酬制度「株式給付信託(BBT)」を導入しており、１株当たり中間(当期)純利益又

は１株当たり中間純損失及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の算定上、「株式給付信託

(BBT)」に係る信託口が保有する当社株式を期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めてい

る。

３ 第103期中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式は存在するもの

の、１株当たり中間純損失であるため記載していない。

 
 

２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はない。

また、主要な関係会社についても異動はない。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が

連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主

要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はない。

 
 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 財政状態及び経営成績の状況

　① 経営成績

当中間連結会計期間の売上高(営業収益)は、総販売電力量の増加などにより、7,919億円と前中間連結会計期間

に比べ656億円の増収となった。

営業損益は、総販売電力量の増加はあったものの、燃料費等調整制度の期ずれ差損の影響に加え、島根原子力

発電所２号機の定期事業者検査による稼働停止に伴う原料費増などにより、48億円の損失となり、前中間連結会

計期間に比べ957億円の減益となった。

支払利息などの営業外損益を加えた経常損益は49億円の損失となり、前中間連結会計期間に比べ894億円の減益

となった。

法人税などを控除した結果、親会社株主に帰属する中間純損益は59億円の純損失となり、前中間連結会計期間

に比べ707億円の減益となった。

 

 

前中間連結

会計期間

(億円)

当中間連結

会計期間

(億円)

差引

(億円)

増減率

(％)

売上高(営業収益) 7,262 7,919 656 9.0

営業利益又は営業損失(△) 909 △48 △957 －

経常利益又は経常損失(△) 845 △49 △894 －

親会社株主に帰属する中間純利益又は

親会社株主に帰属する中間純損失(△)
647 △59 △707 －

 

 
セグメントの経営成績は次のとおりである。

○総合エネルギー事業

売上高(営業収益)は、総販売電力量の増加などにより、7,142億円と前中間連結会計期間に比べ387億円の増収

となった。

営業損益は、燃料費等調整制度の期ずれ差損の影響に加え、島根原子力発電所２号機の定期事業者検査による

稼働停止に伴う原料費増などにより、191億円の損失と前中間連結会計期間に比べ939億円の減益となった。
 

○送配電事業

売上高(営業収益)は、託送需要の減少などによる基準接続託送収益の減少はあったものの、市場価格上昇によ

る需給調整に係る収益の増加などにより、2,669億円と前中間連結会計期間に比べ267億円の増収となった。

営業利益は、基準接続託送収益の減少や減価償却費などの営業費用の増加により、110億円と前中間連結会計

期間に比べ41億円の減益となった。
 

○情報通信事業

売上高(営業収益)は、228億円となり、前中間連結会計期間並みの水準となった。

営業利益は、修繕費の増加などにより、９億円と前中間連結会計期間に比べ10億円の減益となった。
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 ② 財政状態

資産は、島根原子力発電所３号機に係る固定資産仮勘定の増加などにより、前連結会計年度末に比べ313億円増

加し、４兆6,518億円となった。

負債は、有利子負債の増加などにより、前連結会計年度末に比べ350億円増加し、３兆8,802億円となった。

純資産は、親会社株主に帰属する中間純損失の計上などにより、前連結会計年度末に比べ37億円減少し、7,715

億円となった。

この結果、自己資本比率は、16.6％となった。

 

(2) キャッシュ・フローの状況

○営業活動によるキャッシュ・フロー

燃料費等調整制度の期ずれ差損等による経常利益の減少などから、前中間連結会計期間に比べ1,467億円減少

の134億円の支出となった。
 

○投資活動によるキャッシュ・フロー

原子力発電設備への投資の増加などから前中間連結会計期間に比べ419億円増加の1,454億円の支出となった。

この結果、差引フリー・キャッシュ・フローは、1,589億円のマイナスとなった。
 

○財務活動によるキャッシュ・フロー

社債・借入金による資金の調達を行ったことなどにより、762億円の収入となった。
 

以上の結果、当中間連結会計期間における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末に比べ870億円減少

し、3,362億円となった。
 

項          目
前中間連結会計期間

(億円)

当中間連結会計期間

(億円)

差引

(億円)

○営業活動によるキャッシュ・フロー 1,332 △134 △1,467

○投資活動によるキャッシュ・フロー △1,035 △1,454 △419

差引フリー・キャッシュ・フロー 296 △1,589 △1,886

○財務活動によるキャッシュ・フロー 1,720 762 △958

 うち社債・借入金による純増減 1,820 845 △974

 うち配当金の支払額 △79 △63 16

現金及び現金同等物(増減額) 2,011 △870  

現金及び現金同等物(期末残高) 4,878 3,362  
 

 
(3) 研究開発活動

当中間連結会計期間における研究開発活動の金額は、20億円である。

なお、当中間連結会計期間において、研究開発活動の状況について重要な変更はない。
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(4) 生産、受注及び販売の実績

当社及び連結子会社の業種は広範囲かつ多種多様であり、また、当社の電気事業が事業の大半を占めることか

ら、当社の電気事業の販売実績及び発受電実績についてのみ記載している。

 

①　販売実績

種別
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

前年同期比(％)

総販売電力量
(百万kWh)

小売販売電力量
電灯 6,811 6,437 94.5

電力 15,374 16,367 106.5

他社販売電力量 6,361 8,048 126.5

計 28,546 30,852 108.1

料金収入
(百万円)

電灯料 173,706 159,352 91.7

電力料 298,102 304,352 102.1

他社販売電力料 81,603 122,089 149.6

計 553,412 585,794 105.9
 

(注)　１　小売販売電力量には、自社用を含んでいない。

２　他社販売電力量には、インバランス・調整電源等に係る他社販売電力量を含んでいない。

３　他社販売電力料には、インバランス・調整電源等に係る他社販売電力料、容量確保契約金額等を含んでい

ない。

４　電灯料及び電力料には、「電気・ガス料金支援」により国から受領した補助金（前中間連結会計期間

10,969百万円、当中間連結会計期間18,099百万円（電灯・電力計））を含んでいない。

５　総販売電力量は、四捨五入の関係で合計と一致しない場合がある。

 
②　発受電実績

種別
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

前年同期比(％)

発受電
電力量
(百万kWh)

自社

水力発電電力量 1,910 1,888 98.9

火力発電電力量 12,411 13,645 109.9

原子力発電電力量 3,672 847 23.1

新エネルギー等
発電電力量

97 128 133.0

他社受電電力量 13,659 17,311 126.7

揚水発電所の揚水用電力量 △998 △989 99.1

合計 30,749 32,830 106.8

出水率(％) 85.8 79.6 －
 

(注)　１　他社受電電力量は、インバランス・調整電源等に係る電力量を含んでおり、当中間連結会計期間末日現在

で把握している電力量を記載している。

２　揚水発電所の揚水用電力量とは、貯水池運営のための揚水用に使用する電力である。

３　当中間連結会計期間の出水率は、1995年度から2024年度までの30か年の中間連結会計期間の平均に対する

比である。

４　発受電電力量合計と総販売電力量の差は損失電力量等である。

５　四捨五入の関係で合計と一致しない場合がある。
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３ 【重要な契約等】

当中間連結会計期間において、重要な契約等の決定又は締結等はない。　
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,000,000,000

計 1,000,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2026年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2026年11月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 387,154,692 387,154,692
東京証券取引所
プライム市場

単元株式数は100株である。

計 387,154,692 387,154,692 － －
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項なし

　　

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項なし

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

2026年４月１日～
2026年９月30日

－ 387,154,692 － 197,024 － 28,173
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(5) 【大株主の状況】

2026年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式(自己株式を
除く。)の総数に対する
所有株式数の割合(％)

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区赤坂一丁目８番１号
赤坂インターシティAIR

42,507 11.79

山口県 山口県山口市滝町１番１号 34,005 9.43

株式会社日本カストディ銀行
（信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番12号 13,807 3.83

株式会社シティインデックス
フィフス

東京都渋谷区南平台町３番８号 10,813 3.00

日本生命保険相互会社
東京都千代田区丸の内一丁目６番６号
日本生命証券管理部内

10,373 2.88

中国電力株式投資会 広島市中区小町４番33号 7,276 2.02

THE BANK OF NEW YORK MELLON
140044
（常任代理人　株式会社みずほ
銀行決済営業部）

240 GREENWICH STREET, NEW YORK, NY
10286, U.S.A.
（東京都港区港南二丁目15番１号
品川インターシティＡ棟）

6,348 1.76

BROWN BROTHERS HARRIMAN
(LUXEMBOURG) SCA CUSTODIAN
FOR ARCUS FUND SICAV - ARCUS
JAPAN FUND
（常任代理人　株式会社三菱Ｕ
ＦＪ銀行）

10, RUE DU CHATEAU D'EAU LEUDELANGE
LUXEMBOURG L -3364
（東京都千代田区丸の内一丁目４番５
号）

4,877 1.35

JP MORGAN CHASE BANK 385781
（常任代理人　株式会社みずほ
銀行決済営業部）

25 BANK STREET, CANARY WHARF,
LONDON, E14 5JP, UNITED KINGDOM
（東京都港区港南二丁目15番１号
品川インターシティＡ棟）

4,637 1.29

株式会社広島銀行 広島市中区紙屋町一丁目３番８号 4,000 1.11

計 － 138,643 38.46
 

（注）１　上記のほか、当社が保有する自己株式が、26,674千株ある。

２　「株式給付信託(BBT)」に係る信託口が保有する株式574千株については、発行済株式数から控除する自己株

式に含まれていない。

　　３　「所有株式数(千株)」は、千株未満四捨五入で記載している。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2026年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式 － －

26,674,300

(相互保有株式)
普通株式 － －

1,278,400

完全議決権株式(その他)
普通株式

3,579,358 －
357,936,000

単元未満株式
普通株式

－ 一単元(100株)未満の株式
1,265,992

発行済株式総数 387,154,692 － －

総株主の議決権 － 3,579,358 －
 

（注）１　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が5,626株含まれて

　　　　　いる。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数56個が含まれている。

　　　２　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、「株式給付信託(BBT)」に係る信託口が保有する株式

　　　　　573,700株を含めて記載している。また、「議決権の数」の欄には、「株式給付信託(BBT)」に係る議決権の

         数5,737個を含めて記載している。

 
② 【自己株式等】

 2026年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)      

中国電力株式会社 広島市中区小町４番33号 26,674,300 － 26,674,300 6.89

(相互保有株式)      

株式会社中電工
広島市中区小網町６番12
号

668,400 － 668,400 0.17

中国地下工業株式会社
広島市安佐南区中筋三丁
目17番８号

40,000 － 40,000 0.01

計 － 27,382,700 － 27,382,700 7.07
 

(注) １　株主名簿上は、当社名義となっているが、実質的に所有していない株式が200株ある。

　　　 　なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄に含めている。

２　上記のほかに、日本マスタートラスト信託銀行株式会社が所有する信託業務に係る株式のうち、株式会社

　　中電工が議決権に係る指図の権利を留保している570,000株を含めて、完全議決権株式(自己株式等)は

　　27,952,700株である。

３　「株式給付信託(BBT)」に係る信託口が保有する株式573,700株については、上記の自己株式等に含まれて

   いない。

 
 
２ 【役員の状況】

該当事項なし
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第４ 【経理の状況】

 

１ 中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号、以下、「連結財務諸表規則」という。）に準拠し、「電気事業会計規則」(昭和40年通商産業省令第57号)に準じ

て作成している。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成している。

 
２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(2026年４月１日から2026年９月30

日まで)に係る中間連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による期中レビューを受けている。
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１ 【中間連結財務諸表】

(1) 【中間連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

資産の部   

 固定資産 3,790,640 3,874,916

  電気事業固定資産 1,933,504 1,924,079

   水力発電設備 118,566 118,894

   汽力発電設備 301,775 287,289

   原子力発電設備 471,625 458,870

   送電設備 297,187 300,219

   変電設備 179,797 186,170

   配電設備 425,917 430,521

   業務設備 97,723 99,187

   休止設備 8,733 8,412

   その他の電気事業固定資産 32,179 34,513

  その他の固定資産 122,248 121,049

  固定資産仮勘定 1,087,923 1,156,189

   建設仮勘定及び除却仮勘定 1,049,603 1,116,380

   使用済燃料再処理関連加工仮勘定 38,320 39,808

  核燃料 155,343 156,021

   装荷核燃料及び加工中等核燃料 155,343 156,021

  投資その他の資産 491,619 517,576

   長期投資 119,182 117,629

   退職給付に係る資産 76,633 76,472

   繰延税金資産 47,536 52,152

   その他 248,487 271,519

   貸倒引当金（貸方） △220 △196

 流動資産 829,860 776,895

  現金及び預金 423,362 336,326

  受取手形、売掛金及び契約資産 108,460 134,904

  棚卸資産 ※1  90,593 ※1  88,748

  その他 207,782 217,316

  貸倒引当金（貸方） △338 △399

 合計 4,620,500 4,651,811
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

負債及び純資産の部   

 固定負債 3,192,671 3,305,202

  社債 1,216,690 1,201,690

  長期借入金 1,819,855 1,947,733

  未払廃炉拠出金 87,311 87,311

  退職給付に係る負債 45,867 45,711

  その他 22,947 22,756

 流動負債 652,536 575,022

  1年以内に期限到来の固定負債 260,913 231,444

  短期借入金 7,000 7,000

  買掛金 107,045 115,653

  未払税金 18,029 15,216

  その他 259,548 205,707

 負債合計 3,845,208 3,880,225

 株主資本 693,186 682,387

  資本金 197,024 197,024

  資本剰余金 28,548 28,548

  利益剰余金 507,192 496,337

  自己株式 △39,578 △39,522

 その他の包括利益累計額 84,056 91,331

  その他有価証券評価差額金 14,950 19,696

  繰延ヘッジ損益 9,011 7,417

  為替換算調整勘定 45,706 51,360

  退職給付に係る調整累計額 14,388 12,857

 非支配株主持分 △1,950 △2,133

 純資産合計 775,292 771,586

 合計 4,620,500 4,651,811
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(2) 【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

営業収益 726,264 791,908

 電気事業営業収益 655,302 726,888

 その他事業営業収益 70,962 65,020

営業費用 ※1  635,334 ※1  796,755

 電気事業営業費用 568,344 731,690

 その他事業営業費用 66,989 65,064

営業利益又は営業損失（△） 90,930 △4,846

営業外収益 15,430 24,483

 受取配当金 1,184 2,321

 受取利息 694 969

 持分法による投資利益 4,692 6,108

 デリバティブ利益 3,128 9,167

 その他 5,730 5,915

営業外費用 21,860 24,612

 支払利息 13,025 16,223

 その他 8,834 8,389

中間経常収益合計 741,694 816,391

中間経常費用合計 657,194 821,368

経常利益又は経常損失（△） 84,500 △4,976

特別利益 4,398 －

 核燃料売却益 4,398 －

税金等調整前中間純利益又は税金等調整前中間純損
失（△）

88,899 △4,976

法人税、住民税及び事業税 24,647 572

法人税等調整額 △355 366

法人税等合計 24,291 938

中間純利益又は中間純損失（△） 64,607 △5,915

非支配株主に帰属する中間純利益又は非支配株主に
帰属する中間純損失（△）

△148 49

親会社株主に帰属する中間純利益又は親会社株主に
帰属する中間純損失（△）

64,756 △5,964
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【中間連結包括利益計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

中間純利益又は中間純損失（△） 64,607 △5,915

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △594 12

 繰延ヘッジ損益 216 △2,149

 為替換算調整勘定 △6,047 1,674

 退職給付に係る調整額 △1,756 △1,284

 持分法適用会社に対する持分相当額 △6,564 9,020

 その他の包括利益合計 △14,746 7,272

中間包括利益 49,860 1,356

（内訳）   

 親会社株主に係る中間包括利益 50,010 1,311

 非支配株主に係る中間包括利益 △149 45
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(3) 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 
税金等調整前中間純利益又は税金等調整前中間
純損失（△）

88,899 △4,976

 減価償却費 68,775 65,663

 核燃料減損額 2,435 551

 持分法による投資損益（△は益） △4,692 △6,108

 固定資産除却損 1,604 1,755

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △1,407 △1,184

 退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △2,250 △638

 受取利息及び受取配当金 △1,878 △3,291

 支払利息 13,025 16,223

 核燃料売却益 △4,398 －

 売上債権及び契約資産の増減額（△は増加） 12,713 △25,979

 棚卸資産の増減額（△は増加） 4,409 2,287

 その他の流動資産の増減額（△は増加） △26,386 △12,142

 仕入債務の増減額（△は減少） △17,020 7,532

 その他の流動負債の増減額（△は減少） △5,428 △36,061

 その他 13,341 △1,558

 小計 141,741 2,072

 利息及び配当金の受取額 3,615 6,780

 利息の支払額 △12,721 △15,812

 法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 620 △6,525

 営業活動によるキャッシュ・フロー 133,256 △13,485

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 固定資産の取得による支出 △118,825 △151,499

 投融資による支出 △2,914 △3,179

 投融資の回収による収入 4,117 3,843

 その他 14,047 5,357

 投資活動によるキャッシュ・フロー △103,575 △145,478
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           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 社債の発行による収入 39,882 34,882

 社債の償還による支出 △64,600 △40,000

 長期借入れによる収入 266,000 168,000

 長期借入金の返済による支出 △44,815 △79,697

 短期借入れによる収入 76,218 251,228

 短期借入金の返済による支出 △90,675 △249,830

 配当金の支払額 △7,927 △6,125

 非支配株主への配当金の支払額 △71 △227

 その他 △1,913 △1,977

 財務活動によるキャッシュ・フロー 172,097 76,254

現金及び現金同等物に係る換算差額 △587 251

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 201,190 △82,457

現金及び現金同等物の期首残高 286,672 423,303

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 － △4,578

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※1  487,863 ※1  336,267
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【注記事項】

(中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 

項目
当中間連結会計期間

(自　2026年４月１日　至　2026年９月30日)

税金費用の計算 　税引前中間純利益に見積実効税率を乗じるなど簡便な方法により算定している。

 

 

(中間連結貸借対照表関係)

 

※１　棚卸資産の内訳

 
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

商品及び製品 888百万円 912百万円

仕掛品 4,929百万円 9,669百万円

原材料及び貯蔵品 84,775百万円 78,165百万円

計 90,593百万円 88,748百万円
 

　

２　偶発債務

　保証債務
  

 前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

 

日本原燃株式会社 46,855百万円 45,363百万円

従業員〔提携住宅ローン〕 9,998百万円 9,078百万円

海田バイオマスパワー株式会社 8,275百万円 7,715百万円

やまぐち港湾運営株式会社 8,262百万円 7,672百万円

送配電システムズ合同会社 1,170百万円 3,253百万円

Jimah East Power Sdn.Bhd. 2,213百万円 2,288百万円

Vung Ang II Thermal Power LLC 2,006百万円 1,974百万円

その他 1百万円 － 
計 78,783百万円 77,346百万円

  
 

(中間連結損益計算書関係)
 

※１　営業費用のうち、販売費及び一般管理費の内訳(相殺消去前)

電気事業営業費用(相殺消去後731,690百万円、相殺消去額△214,491百万円(前中間連結会計期間は相殺消去後

568,344百万円、相殺消去額△203,411百万円))に含まれる販売費及び一般管理費の金額(相殺消去前)は、74,769百

万円(前中間連結会計期間64,705百万円)であり、主要な費目及び金額は以下のとおりである。

なお、電気事業における連結会社間の取引に係る相殺消去は電気事業営業費用総額で行っていることから、相殺

消去前の金額を記載している。

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
至　2026年９月30日)

給料手当 18,337百万円 18,822百万円

委託費 10,455百万円 13,598百万円

退職給与金 457百万円 1,818百万円
 

 
　２　有価証券の減損処理方法

当社グループは、当中間連結会計期間に係る有価証券の減損処理の方法として、切放し法を適用している。
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(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 

※１　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
至　2026年９月30日)

現金及び預金 487,922百万円 336,326百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △58百万円 △58百万円

現金及び現金同等物 487,863百万円 336,267百万円
 

 

(株主資本等関係)

 
Ⅰ　前中間連結会計期間(自　2025年４月１日　至　2025年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2025年６月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 7,924 22.00 2025年３月31日 2025年６月27日
 

　　　(注)１　配当金の総額は、内部取引消去後である。

２　2025年６月26日定時株主総会決議による配当金の総額には、「株式給付信託(BBT)」が保有する当社

　　株式に対する配当金14百万円が含まれている。

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2025年10月31日
取締役会

普通株式 利益剰余金 3,602 10.00 2025年９月30日 2025年11月28日
 

　　　(注)１　配当金の総額は、内部取引消去後である。

２　2025年10月31日取締役会決議による配当金の総額には、「株式給付信託(BBT)」が保有する当社株式

　　に対する配当金６百万円が含まれている。

 
Ⅱ　当中間連結会計期間(自　2026年４月１日　至　2026年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2026年６月25日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 6,123 17.00 2026年３月31日 2026年６月26日
 

　　　(注)１　配当金の総額は、内部取引消去後である。

２　2026年６月25日定時株主総会決議による配当金の総額には、「株式給付信託(BBT)」が保有する当社

　　株式に対する配当金10百万円が含まれている。

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2026年10月30日
取締役会

普通株式 利益剰余金 7,204 20.00 2026年９月30日 2026年11月30日
 

　　　(注)１　配当金の総額は、内部取引消去後である。

２　2026年10月30日取締役会決議による配当金の総額には、「株式給付信託(BBT)」が保有する当社株式

　　に対する配当金11百万円が含まれている。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

 
Ⅰ 前中間連結会計期間(自 2025年４月１日 至 2025年９月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

     (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

中間連結
損益計算書
計上額
(注)３

総合
エネルギー
事業

送配電事業
情報通信
事業

計

売上高         

 顧客との契約から生
 じる収益

597,616 94,842 16,607 709,065 3,965 713,030 － 713,030

 その他の収益
 (注)４

11,877 156 92 12,126 1,107 13,233 － 13,233

 外部顧客への売上高 609,494 94,998 16,699 721,192 5,072 726,264 － 726,264

 セグメント間の内部
 売上高又は振替高

65,988 145,199 6,219 217,407 8,600 226,007 △226,007 －

計 675,482 240,198 22,918 938,599 13,672 952,272 △226,007 726,264

セグメント利益又は
損失(△)

74,817 15,187 1,971 91,976 △98 91,878 △947 90,930
 

(注) １ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない連結子会社である。

２　セグメント利益又は損失(△)の調整額△947百万円は、セグメント間取引消去である。

３　セグメント利益又は損失(△)は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

４　「総合エネルギー事業」及び「送配電事業」の「その他の収益」において、「国民の安心・安全と持続的な

成長に向けた総合経済対策」及び「米国関税措置を受けた緊急対応パッケージ」に基づく「電気・ガス料金

支援」により国から受領した補助金が、それぞれ11,041百万円、43百万円含まれている。

 
Ⅱ 当中間連結会計期間(自 2026年４月１日 至 2026年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

     (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

中間連結
損益計算書
計上額
(注)３

総合
エネルギー
事業

送配電事業
情報通信
事業

計

売上高         

 顧客との契約から生
 じる収益

633,646 115,842 16,488 765,977 3,638 769,615 － 769,615

 その他の収益
 (注)４

20,881 190 86 21,159 1,133 22,292 － 22,292

 外部顧客への売上高 654,528 116,032 16,575 787,136 4,771 791,908 － 791,908

 セグメント間の内部
 売上高又は振替高

59,672 150,927 6,319 216,919 9,287 226,206 △226,206 －

計 714,201 266,959 22,894 1,004,056 14,059 1,018,115 △226,206 791,908

セグメント利益又は
損失(△)

△19,104 11,014 947 △7,142 △329 △7,471 2,624 △4,846
 

(注) １ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない連結子会社である。

２　セグメント利益又は損失(△)の調整額2,624百万円は、セグメント間取引消去である。

３　セグメント利益又は損失(△)は、中間連結損益計算書の営業損失と調整を行っている。

４　「総合エネルギー事業」及び「送配電事業」の「その他の収益」において、「「強い経済」を実現する総合

経済対策」及び「中東情勢を踏まえた緊急的激変緩和措置」に基づく「電気・ガス料金支援」により国から

受領した補助金が、それぞれ18,146百万円、73百万円含まれている。
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２．報告セグメントの変更等に関する事項

当中間連結会計期間より、当社グループ内の経営管理区分の一部見直しに伴い、従来「その他」に計上していた

連結子会社の一部のセグメントの区分を、「総合エネルギー事業」セグメント及び「送配電事業」セグメントの区

分に変更している。

なお、前中間連結会計期間のセグメント情報については、変更後のセグメント区分に基づき作成したものを記載

している。

 
(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項(セグメント情報等)」に記載のとおりである。

 
(１株当たり情報)

１株当たり中間純利益又は１株当たり中間純損失及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり中間純利益及び

算定上の基礎は、以下のとおりである。

 

項目
前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

(1) １株当たり中間純利益又は
　　１株当たり中間純損失(△)

180円09銭 △16円59銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する中間純利益又は
親会社株主に帰属する中間純損失(△)(百万円)

64,756 △5,964

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る
親会社株主に帰属する中間純利益又は
親会社株主に帰属する中間純損失(△)(百万円)

64,756 △5,964

普通株式の期中平均株式数(株) 359,576,047 359,603,053

(2) 潜在株式調整後１株当たり中間純利益 180円09銭 －

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する中間純利益調整額(百万円) △0 －

(うち持分法適用関連会社の潜在株式による
影響額(百万円))

(△0) (－)

普通株式増加数(株) 12 －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り中間純利益の算定に含めなかった潜在株式で、
前連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

－ －

 

（注）１　１株当たり中間純利益又は１株当たり中間純損失及び潜在株式調整後１株当たり中間純利益の算定上、

「株式給付信託(BBT)」が保有する当社株式については、期中平均株式数の計算において控除する自己株

式に含めている（前中間連結会計期間645,000株、当中間連結会計期間602,850株）。

２　当中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式は存在するものの、１

株当たり中間純損失であるため記載していない。
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(重要な後発事象)

　持分法適用関連会社株式の一部売却

　　当社は、2026年10月30日開催の取締役会において、当社の持分法適用関連会社である株式会社中電工（以下、

「中電工」という。）が実施する自己株式の公開買付け（以下、「本公開買付け」という。）に対し、当社が保有

する中電工株式の一部を応募することを決議した。

　　なお、本公開買付け完了後も、中電工は引き続き当社の持分法適用関連会社である。また、当社は本公開買付け

完了後も、中電工株式を継続保有する方針である。

 
　　(1) 本公開買付けへの応募の理由

中電工との資本関係を最適化することで資本効率の向上を図るため、本公開買付けへの応募を決定したもの。

 
　　(2) 本公開買付けへの応募の概要

①応募する株式 株式会社中電工　普通株式

②公開買付け前の保有株式数 21,893,392株（所有割合：41.34％）（注）１

③応募株式数 6,300,000株（注）２

④売却株式数（予定） 6,300,000株（注）３

⑤公開買付け後の保有株式数（予定） 15,593,392株（所有割合：33.42％）（注）１

⑥公開買付価格 普通株式１株につき4,614円

⑦売却総額（予定） 29,068百万円

⑧公開買付期間 2026年11月２日から2026年12月１日まで

⑨決済開始日 2026年12月23日
 

（注）１　当社及び株式会社エネルギアＬ＆Ｂパートナーズが保有する株式数の合計。

　　　２　株式会社エネルギアＬ＆Ｂパートナーズが保有する株式は応募の対象としない。

３　当社以外の株主からの応募により、本公開買付けの応募株式数の総数が中電工の買付予定数を上回っ

た場合には、按分比例の方式により買付けが行われるため、当社が応募する株式の一部が売却できな

い可能性がある。

 
　　(3) 当該事象の業績に与える影響

　本公開買付けが成立し、当社の売却予定株式数である6,300,000株の全部が売却できた場合、関係会社株式売

却益として当連結会計年度において約50億円を特別利益に計上する見込みである。

 
 

２ 【その他】

　第103期（2026年４月１日から2027年３月31日まで）中間配当については、2026年10月30日開催の取締役会において、

2026年９月30日現在の株主名簿に記録された最終の株主又は登録株式質権者に対し、次のとおり中間配当を実施するこ

とを決議した。

(1) 配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　    7,209百万円

(2) １株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　20円

(3) 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 　　　 2026年11月30日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項なし
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
 

2026年11月10日

中国電力株式会社

取　締　役　会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

　広島事務所
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 吉　　田　　幸　　司  

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 森　　島　　拓　　也  

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 髙　　藤　　顕　　広  

 

監査人の結論

   当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている中国電力株式会

社の2026年４月１日から2027年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2026年４月１日から2026年９月30日

まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中

間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

   当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、期中連結財務諸表に係る我が国において

一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、中国電力株式会社及び連結子会社の2026年９月30日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

   当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用

される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任

を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

   経営者の責任は、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中

間連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財

務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

   中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切

であるかどうかを評価し、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づ

いて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

   監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

   監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、期中連結財務諸表に係る我が国に

おいて一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認めら

れないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告

書において中間連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注

記事項が適切でない場合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められてい

る。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業

は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連

結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の

結論に対して責任を負う。

   監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項

について報告を行う。

   監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

   会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 
 

（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管している。

　　　２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていない。
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